７　関弁連

（１）関弁連について
関東弁護士会連合会(以下「関弁連」という。)は、関東甲信越と静岡県(東京高裁管内)にある弁護土会、すなわち、東京三会(会員数18,184名)と関東十県会(会員数5,092名)の13の弁護士会で構成されている(2017（平成29）年7月1日現在)。
（２）関弁連の法的根拠・目的
弁護士法44条は、「同じ高等裁判所の管轄の区域内の弁護士会は、共同して特定の事項を行うため、規約を定め、日本弁護士連合会の承認を受けて、弁護士会連合会を設けることができる」と規定しており、この規定に基づき関弁連を含む全国8ブロックの弁護士会連合会(以下「弁連」という)が設けられている。関弁連は、弁護士会44条に基づき、関弁連規約等を定めている。関弁連は、この弁連の中で最大の組織である。
関弁連の目的については、関東弁護士会連合会規約において次のとおり定められている。
1　日本弁護士連合会及び管内弁護士会の連絡に関する事項
2　管内弁護士相互間の協力及び懇親を目的とする事項
3　司法の改善・発達並びに人権擁護及び社会正義の実現に関する事項
4　管内弁護士の品位及び地位の向上並びに学術の研究に関する事項
5　司法修習生の修習方法に関する事項
6　前各号に関連する事項
（３）関弁連の組織
関弁連規約によると、関弁連には理事43名を置き（後記のとおり2014(平成26)年度に東京三会会長が常務理事に追加され3名増員された）、管内弁護士会は、毎年3月31日までにそれぞれ会長を含めて所定の人数(東弁は会長の他に10名（計11名）)の理事を選任する。理事は理事会を組織し、理事会において、理事のうち1名を理事長に、また、23名を常務理事に選任し、常務理事のうち1名を副理事長に選任する。関弁連の基本的な運営は、毎月定例の常務理事会の他、理事会で懸案を討議、決定し、又、後記のとおり20の委員会・協議会が活発な活動を行っている。
（４）関弁連の活動
①　理事会・常務理事会の活動
理事全体が参加する理事会は年3回程度の開催である。常務理事会は理事会が開催される月を除き、毎月1回程度開催され、様々な関弁連としての意思決定を行う。
②　各種委員会の活動
関弁連においては、現在20の委員会が活動している。具体的には、総務委員会、財務委員会、会報広報委員会、地域司法充実推進委員会、人権擁護委員会、環境保全委員会、外国人の人権擁護委員会、民事介入暴力対策委員会、弁護士偏在問題対策委員会、研修委員会、裁判官候補者推薦に関する委員会、裁判官選考検討委員会、法教育センター、憲法問題に関する連絡協議会、弁護士業務妨害対策委員会、消費者問題対策委員会、シンポジウム委員会、法曹倫理教育委員会等の委員会がある。2015(平成27)年度には、平時の災害対策ＰＴと高齢者・障がい者委員会設置検討ＰＴが設置された。これらの委員会は、歴史的にもまた現在においても活発な活動を行っており、貴重かつ有益な成果を残している。なお、これまで関弁連には刑事関連委員会が存在していなかったが、2017（平成29）度は、刑事関連委員会の新設に向けて、現在手続きが進行している状況である。
③　関弁連定期大会・シンポジウム
毎年秋に開催される関弁連定期大会・シンポジウムは、関弁連最大の恒例行事であるが、2017(平成29)年は、静岡県沼津市において「将来の災害に備える平時の災害対策の重要性」をテーマに行われ、「将来の災害に備える災害対策に関する宣言」及び「憲法9条を含む改正発議の可能性がある状況下で、広く市民が憲法の定める平和原則その他基本原則の内容と憲法70年の歴史を知る活動を促進する決議」が採択された。
④　東日本大震災等ヘの対応
関弁連は、災害対策にも力を入れており、2017(平成29)年後の第1回理事会にて、前年度の活動を引き続き行うこと及び災害対策本部要綱を1年延長することが承認され、本部長には理事長、本部長代行には副理事長、副本部長には管内弁護士会会長が就任し、2017(平成29)年度は約1000万円の予算を確保して、福島県における法律相談のための弁護士派遣、原発ADR申立に関する研修会を実施している。また、2017（平成29）年度は、九州北部豪雨への対応として、九州弁護士会連合会、福岡県弁護士会及び大分県弁護士会にそれぞれ各100万円の義捐金を災害復興支援基金から支出するとともに、これらの会にお見舞い状を送付した。
⑤　地区別懇談会
関弁連は、日弁連執行部と関弁連菅内単位弁護士会会員との連絡調整を図るために毎年地区別懇談会を開催しており、2017(平成29)年度も7月に栃木県宇都宮市で開催され、1月に群馬県高崎市で開催が予定されている。特に、1月23日に高崎市で開催される地区別懇談会では、昨年度に続く2度目の試みとして、前半に「若手弁護士カンファレンス」が予定されており、若手弁護士との交流や意見交換が期待される。
⑥　法曹連絡協議会・司法協議会
関弁連と東京高等裁判所管内の裁判所・検察庁との間で、管内司法全般につき、関弁連提出の議題を中心に、情報交換、検討協議するため、法曹連絡協議会が年1回開催されている。2017（平成29）年度は、12月4日に開催された。また、これと同趣旨で東京高等裁判所の主催により司法協議会が開催されている。2017（平成29）年度は、5月30日に第１回が行われ、平成30年1月24日に第2回が開催される予定である。
⑦　ブロックサミット
ブロックサミットは、関弁連を含めた全国8ブロックの弁護士会連合会の代表者等が一
堂に集まり、弁連の抱える問題につき意見交換する会議である。歴史的には、1999年(平成11)年2月に福岡で第1回が開催され、その後開かれない時期もあったが、2006（平成18）年以降は年3回開催されている。2017（平成29）年は、6月16日に第1回ブロックサミットを関弁連担当で開催された。第2回は、日弁連人権大会当日の10月6日に近弁連の担当で開催され、第3回は、平成30年2月16日に弁連理事会終了後、関弁連の担当で開催される予定である。
⑧　ブロック大会、各種会合ヘの参加
全国8つの弁護士会連合会は、それぞれ毎年定期大会（ブロック大会）を開催している。関弁連として、これらのブロック大会に参加することは、他の7つの弁連の実情を知り、関弁連の今後の施策を考えるうえで、重要かつ有意義であることから、正副理事長は全てのブロック大会に参加し、加えて常務理事数名が分担して参加している。また、東京三会理事者会は、毎月1回開催されているが、この会には正副理事長と事務局長オブザーバとして参加し、東京三会と関弁連の連絡・協力・調整を図っている。
⑨　関弁連菅内弁護土会訪問
正副理事長、常務理事及び地域司法充実推進委員会委員は、毎年5月から7月にかけて、当年度の重点課題と施策を各弁護士会に説明し、また、各会の実情を認識して、各会からの要望を受けて関弁連の会務に反映させるために、各弁護士会を訪問し、意見交換を行っている。
⑩　関東十県会ヘの参加
関東十県会との相互交流を深めるため、関東十県会が毎年開催する定時懇談会（2017(平成29)年度は埼玉弁護士会担当にて6月17日に開催された。）、夏期研修会（茨城県弁護士会担当にて8月26日に開催された。）等に関弁連執行部が招待され、出席している。2017(平成29)年度は平成30年3月に十県会拡大理事会が静岡県熱海市において次回される予定である。
⑪　関東学生法律討論会
関弁連は、毎年2回ずつ行われている関東学生法律討論会を後援しており、毎回常務理事を派遣し、熱心な学生の討論を聞き、講評を行い、表彰状と賞品を授与している。
（５）関弁連の課題
①　理事長の輪番制の変更
　理事長選出の慣行は、東京三会がそれぞれ4年に1度、横浜弁護士会が8年に1度、8年に1度は、他の9弁護士会から選出するというものであったが、2013（平成25）年度に、関弁連は、弁護士連合会ではなく弁護士会連合会であり、弁護士会の規模の大小にかかわらず、無理のない範囲で、理事長職を担うべき責務を負っていると考えるべきであるとし、理事会において、次のとおり決議し、管内弁護士会に通知した。
・関弁連の理事長について、現行の慣行を改め、2014（平成26）年度からは、東京三会と十県会から毎年交互に選出する。
・東京三会から選出する年度については、東弁、一弁、二弁の順とする。
・十県会から選出する年度については、その選出に関するルールの策定を十県会の協議に委ねる。
・理事長については、各弁護士会の会長経験者から選出されることが望ましい。
・上記理事長選出の慣行の見直しについては、実施から10年経過時に実施状況等を考慮して見直す。
②　東京三会と関東十県会の関係の強化
東京三会と関東十県会とは規模や地域特性が異なり、その置かれた状況や直面する課題が異なる。同じ支部問題と言っても、東京三会の場合は、立川支部という大規模支部の本庁化の問題であるが、小規模単位会の場合は、支部で裁判員裁判や労働審判が行われない、裁判官、検察官が足りないといった問題として現れる。規模で言えば、関弁連に所属する弁護士のうち、東京三会に所属する弁護士の占める割合は約8割であり、関東十県会に所属する弁護士は約2割に過ぎない。したがって人数比で言えば東京三会が圧倒的な規模を有するが、東京三会に所属する弁護士の関弁連に関する関心は高いとは言えず、逆に、関東十県会は、週去に持ち回りで研修会を行うなど人的交流も活発で、関係が深かったという歴史的経緯があり、関東十県会所属の弁護土のほうが比較的関弁連に対する関心が高いと思われる。しかし、数において約8割の弁護士が所属する東京三会の弁護士の関弁連に対する関心や参加意識が薄いとすれば問題である。日弁連の充実強化を図るためには、最大の弁連である関弁連の充実強化を図る必要があり、東京三会からさらなる人員を関弁連に参加できるような方策を講じ、東京三会と関東十県会の人的な交流による意思疎通の機会を深め、相互の協力体制を強化する方策を具体的に考えるべきである。
その一環として、2014（平成26）年度より、東京三会会長の関弁連常務理事への就任が制度化された。すなわち、関弁連常務理事は、東京三会を除く10弁護士会の会長が就任するのに対し、東京三会の会長は、日弁連副会長を兼務し多忙であることから、慣行として常務理事には就任せず理事を務めるに止まっていた。この点について、理事長選出の慣行の見直しと同時に、東京三会の会長にも常務理事に就任し、東京三会との関係を強化することが望ましいとし、理事の人数を40名から43名として、増加した3名分は東京三会に1名ずつ割り当てること、常務理事の人数を20名から23名にするとの関弁連規約の改正を行い、また増員された常務理事3名については東京三会に1名ずつ割り当てることと、当該年度の会長を当てることを慣行とすることになった。これによって2014（平成26）年度から東京三会を含めた管内全弁護士会の13名の会長、5名の日弁連副会長（このうち3名が東京三会会長）が常務理事に就任し、管内弁護士会間の連携、東京三会と関東十県会の意思疎通が効果的になされ、また日弁連の政策について管内弁護士会への速やかな情報提供が実現している。
③　制度改革の成果
2014（平成26）年に60周年を迎えて、関弁連の制度改革が実現し、その後は、常務理事会等に、東京三会会長が、極めて多忙な中、常務理事として参加することが多くなり、東京三会と十県会との意思疎通が、さらに向上した。2015（平成27）年度は、関弁連理事長と管内の全13弁護士会会長が、初めて連名で声明を出し（「安全保障関連法案に反対し、衆議院本会議における強行採決に抗議する声明」）、関弁連正副理事長と13会会長等が出席して司法記者クラブで記者会見を行うことができたのも、制度改革の成果であろう。同じく制度改革により、一昨年度、初めて新潟県弁護会から理事長が選出されたが、藤田理事長は、新潟県弁護士会会長の際などに、二度の震災を経験しており（新潟県中越地震と新潟県中越沖地震）、2011（平成23）年度日弁連副会長の際に、東日本大震災の対応を経験しており、2017(平成29)年度の重要課題・施策で、東日本大震災災害対策本部による支援活動の他に、平時での災害対策の構築を掲げ、平時における災害対策協議会に関する検討プロジェクトチームを設置できたのも、制度改革の成果であろう。
④　関弁連と日弁連との連携の強化
2010（平成22）年度に、関弁連理事長が日弁連理事として、同連事会において関弁連の意見を直接述ベることができるようにする制度が実現し、これまで以上に日弁連と関弁連の連携強化が図られたが、今次の司法制度改革により各弁連が担うべき課題は増大しており、日弁連がそれら諸課題に適切に対応するために日弁連と関弁連の関係を一層充実したものにする必要性がある。この点に関し、2008（平成20）年3月14日に「弁護士連合会のあり方等検討ワーキンググループ(柳瀬康治座長)」より、弁護士連合会の位置づけを明確にし、その機能・役割を強化すべきであることを内容とする意見書が提出されており、前年度の十県の弁護士会会長及び前年度の関弁連副理事長等が委員として含まれる総務委員会を中心に随時検討がなされている。
⑤　各種委員会の活性化と広報活動の充実強化
[bookmark: _GoBack]関弁連では先進性や地域性を特色とする20の委員会が活発に活動しており（2017（平成29）年度中に刑事弁護関連委員会の新設が見込まれる。）、管内の各弁護士会のベテランの弁護士と多くの若い世代の弁護士による、弁護士会の枠を超えた参加、活動、交流が、関弁連を支えている。東弁は、今後、これらの活動がさらに積極化していくため、東弁から更に多くの委員を関弁連の委員会に送り、若手会員の活躍の場を拡大するとともに、東京三会と関東十県会の人的交流や意思疎通の場をさらに拡大することも検討課題として考えられる。
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